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令和４年度３月補正予算の概要 

 

１ 補正予算計上額 

 （単位：千円） 

会計名 補正額 

補正額の財源内訳 

特定財源 
一般財源 

国県支出金 地方債 その他 

一般会計 

（第１１号） 
3,192,576 134,081 1,449,600 △55,808 1,664,703 

国民健康保険事業 

特別会計 
588,070 505,981 0 △11,480 93,569 

介護保険事業特別会計 65,987 △144,984    0 176,677 34,294 

後期高齢者医療事業 

特別会計 
△77,648 0 0 △77,648 0 

新座駅北口土地区画 

整理事業特別会計 
△1,260 0 0 2,941  △4,201 

大和田二・三丁目地区土

地区画整理事業特別会計 
38,263 0 0 38,263 0 

 

２ 一般会計補正予算第１１号に計上した主な事業 

【歳出】 

○総務費 

・財政調整基金への積立て…1,780,493千円 

積立後残高 7,326,781 千円 

○民生費 

・障がい児通所給付費負担金の増額…72,959千円  

児童発達支援等の利用件数が、当初の見込みを上回ることによる増額 

・過年度国庫支出金返還金…89,527千円  

国庫支出金の精算に伴う返還金（新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金

返還金） 

・こども医療費の減額…△43,636千円  

医療費の支給額が当初の見込みを下回ることによる減額 

・児童手当費の減額…△52,950千円  

児童手当の支払対象児童数が当初見込みを下回ることによる減額 

・保育入所委託料の増額…85,190千円 

保育入所委託料の給付単価増加（処遇改善等加算）に伴う増額 
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・幼稚園利用費の減額…△61,041千円  

施設等利用費の請求額が当初の見込みを下回ることによる減額 

・保育所等物価高騰対策事業費補助金の増額…6,684千円  

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、物価高騰の影響を受ける事業者の負担

軽減を図るため、保育所等に対して食材料費の助成を行う。（補助割合 県 1/2・市 1/2） 

○衛生費 

・予防接種委託料の減額…△47,429千円  

ＨＰＶワクチン接種者等が当初の見込みを下回ることによる減額 

・過年度国庫支出金返還金…80,723千円  

国庫支出金の精算に伴う返還金（新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金、新

型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金） 

○土木費 

・県施行街路事業費負担金の増額…80,636 千円  

県の街路事業である都市計画道路放射７号線及び保谷朝霞線の事業費の増額に伴う県施

行街路事業費負担金の増額 

（市負担割合 1/5） 

・市内循環バス運行補助金の増額…19,984 千円  

電気バスの導入やルート再編に伴う設備を整備するため、補助金を増額 

○教育費 

・第二中学校校舎長寿命化改修工事…1,329,130千円  

老朽化した校舎に対して長寿命化改修工事を実施 

（国の補正予算を活用することとして、令和５年度実施予定事業を前倒し） 

国庫補助金 138,100千円（太陽光発電：補助率 1/2 長寿命化改良：補助率 1/3）あり 

・野寺小学校給食室長寿命化改修及び増築工事…187,024千円  

給食室の狭あい化及び老朽化に伴い、給食室の長寿命化改修工事及び増築工事を実施 

（国の補正予算を活用することとして、令和５年度実施予定事業を前倒し） 

国庫補助金 9,633千円（新増築：補助率 1/2 空調設置：補助率 1/3）あり 

 

【歳入】 

 ○市税  

・個人市民税（現年課税分）の増額…130,859千円 

均等割 972 千円  所得割 129,887 千円 

・市たばこ税の増額…51,479千円 
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 〇地方消費税交付金 

・地方消費税交付金の増額…600,000千円 

○地方交付税  

・普通交付税の増額…348,654千円  

国の補正予算に伴う普通交付税の再算定等による 12 月追加交付分を増額 

○国庫支出金  

 ・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増額…292,986 千円 

○繰入金  

・大和田二・三丁目地区土地区画整理事業特別会計繰入金…30,706千円 

大和田二・三丁目地区土地区画整理事業基金の廃止に伴う大和田二・三丁目地区

土地区画整理事業特別会計からの繰入金 

 ○市債  

  ・第二中学校校舎長寿命化改修事業債…1,190,900 千円 

  ・野寺小学校給食室長寿命化改修及び増築事業債…177,200千円 

 

【継続費】  

新規 （単位：千円） 

事項 総額 年度 年割額 内容 

第二中学校 

校舎長寿命 

化改修事業 

2,864,630 

４ 1,329,130 
老朽化した校舎に対して長寿命化

改修工事を令和４年度から令和７年

度までの４か年度にわたり実施する

ため、継続費を設定する。 

国の補正予算を活用し、令和５年度

実施予定事業を前倒しして実施する。 

５ 0 

６ 976,370 

７ 559,130 

 

【繰越明許費】  

新規  （単位：千円） 

事項 金額 内容 

市営墓園合葬墓設置工事設

計委託事業 
6,028 

令和５年度事業を前倒しして実施することから、年度

内の事業完了が困難となるため、繰り越すもの 

野寺小学校給食室長寿命化

改修及び増築事業 
187,024 

国の補正予算を活用し、事業を前倒しして実施するこ

とから、年度内の事業完了が困難となるため、繰り越す

もの 
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３ 国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）の内容 

歳出については、保険給付費が不足すること及び償還金が発生することから増額し、

保健事業費は不用額を減額する。 

歳入については、国民健康保険税を減額し、保険給付費の増額に伴う普通交付金の増

額並びに県支出金及び繰入金が確定したことにより増額する。 

なお、これらの補正後の歳入歳出予算の収支差額については、国民健康保険財政調整

基金から繰り入れる。 

・国民健康保険財政調整基金繰入額…129,192 千円 

繰入後残高 1,278,939 千円 

 

４ 介護保険事業特別会計補正予算（第３号）の主な内容 

歳出については、居宅介護サービス給付費等を増額し、一般管理費等を減額する。 

歳入については、介護給付費支払準備基金繰入金及び雑入を増額するとともに、国、

支払基金、県及び一般会計の法定負担分を減額する。 

 

５ 後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）の主な内容 

歳出については、主に後期高齢者医療保険料及び保険基盤安定事業負担金の減額に伴

い、後期高齢者医療広域連合納付金を減額する。 

歳入については、決算見込に基づき後期高齢者医療保険料及び保険基盤安定繰入金を

減額し、前年度繰越金を増額する。 

 

６ 新座駅北口土地区画整理事業特別会計補正予算（第４号）の主な内容 

今回の補正予算は、歳出について、前年度の新座駅北口土地区画整理事業に係る市債

償還利子が確定したことにより、差金を減額するとともに、歳入について、保留地処分

金を増額し、繰入金を減額するものである。 

 

７ 大和田二･三丁目地区土地区画整理事業特別会計補正予算（第５号）の主な

内容 

今回の補正予算は、歳出として、大和田二・三丁目地区土地区画整理事業に係る諸工

事費について、土の流出を防止するための柵板設置等が必要となったため増額し、また、

建物移転等補償金について、出入口に関する機能補償が必要となったことから、増額す

る。 

さらに、大和田二・三丁目地区土地区画整理事業基金の廃止に伴い、同基金の全額を

歳入として繰り入れ、残額を一般会計に繰り出す。
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令和４年度３月補正予算の概要（水道事業会計） 
 

１ 補正予算計上額 

（単位：千円） 

予算名 予算現額 補正予定額 計 

水道事業会計 収益的収入 2,735,094 △770 2,734,324 

水道事業会計 収益的支出 2,682,530 △770 2,681,760 

 

２ 補正予算に計上した事業 

●事業収益 営業収益 給水収益 収益的収入予算計上額 △3,955 円 

水道使用料 

物価高騰等の影響を受ける市民の経済的負担を軽減するため、水道料金の基本料金を４か月

分免除しているが、当初の見込みより対象世帯数が増加したことに伴い、給水収益を減額する

もの 

●事業収益 営業外収益 他会計補助金 収益的収入予算計上額 3,185 千円 

一般会計補助金 

物価高騰等の影響を受ける市民の経済的負担を軽減するため、水道料金の基本料金を４か月

分免除すること及びこの免除に伴うシステム改修等に係る費用を一般会計からの補助金とし

て見込んだが、当初の見込みより対象世帯数が増加したことに伴い、他会計補助金を増額する

もの 

●事業費 営業費用 業務費 収益的支出予算計上額 △770 千円 

委託料 

物価高騰等の影響を受ける市民の経済的負担を軽減するため、水道料金の基本料金の４か月

分免除を実施することに伴うシステム改修等に係る費用が当初の見込みより減額となったも

の 

 

 


